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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第30期

第２四半期連結
累計期間

第31期
第２四半期連結
累計期間

第30期
第２四半期連結
会計期間

第31期
第２四半期連結
会計期間

第30期

会計期間

自  平成20年
     ４月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ７月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ４月１日
至  平成21年
     ３月31日

売上高 (千円) 2,584,5202,002,5431,188,8761,168,8594,446,592

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 221,689△106,008 73,415 △23,402 112,844

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失（△）

(千円) 126,176△72,201 40,105 △15,342 60,433

純資産額 (千円) ― ― 4,445,3044,184,5224,285,955

総資産額 (千円) ― ― 6,174,2225,716,1675,741,291

１株当たり純資産額 (円) ― ― 839.02 807.21 820.38

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又は四
半期純損失金額（△）

(円) 23.63 △13.88 7.53 △2.96 11.40

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 72.0 73.2 74.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 401,847 158,687 ― ― 20,325

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △13,321 11,637 ― ― △104,611

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △62,107 △50,945 ― ― △122,214

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,319,2901,885,9271,782,992

従業員数 (人) ― ― 129 132 135

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　２　潜在株式調整後の１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。なお、第31期第２四半期連結累計（会計）期間については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）において営まれている事業
の内容に重要な変更はありません。
　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(人) 132

(注)  従業員は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(人) 87

(注)  従業員は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

印刷機器関連事業 1,144,851 △6.9

合計 1,144,851 △6.9

（注）１　金額は、販売価格によっております。

　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

印刷機器関連事業 1,363,808 +21.9 382,425 △37.4

合計 1,363,808 +21.9 382,425 △37.4

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

印刷機器関連事業 1,168,859 △1.7

合計 1,168,859 △1.7

（注）１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

SHANHAI YI HSIN INDUSTRY CO.,LTD.329,546 27.7 － －

SUZHOU YI QUAN ELECTRONIC TECHNOLOGY－ － 347,089 29.7

　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）
が判断したものであります。
　

（1）経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済状況は、金融危機による世界的な景気低迷が続く
中、在庫調整の進展による生産活動の回復や輸出の持ち直し等により景気回復の兆しが一部で見られ
るものの、引き続き雇用情勢の悪化や設備投資意欲の低迷、加えて円高の進行等により本格的な景気の
回復には依然として不透明な状況が多く、市況は低調に推移いたしました。
　このような情勢の中、当社グループの主要取引業界であります自動車・家電・化粧品・ＩＴ機器・日
用雑貨・スポーツ・アミューズメント関連業界では、エコカー減税やエコポイント制度などの施策効
果から一部には下げ止まりの動きも見られましたが、個人所得の環境も一段と厳しさを増している中、
殆どの業界においては需要が依然として低調に推移しております。
　このような経済環境において、当社グループは検査装置やオンデマンド転写箔プリンター等の新規開
発製品を基軸に主要取引業界への積極的な営業展開を図ると共に、市場の低迷に対応するべく人件費
等の固定費削減、経費削減等による収益体質の改善を推進してまいりました。
　しかしながら、当第２四半期連結会計期間の業績につきましては、国内市場における売上が大幅に減
少したこと等により、連結売上高は11億68百万円（前年同四半期比1.7%減）と前年同四半期連結会計
期間と比較して20百万円の減収となりました。
  損益につきましては、製造経費の減少等の増益要因はあったものの、売上高の大幅な減少の影響を受
けて営業利益10百万円（前年同四半期は営業利益78百万円）、また円高進行等の影響もあり経常損失
23百万円（前年同四半期は経常利益73百万円）、四半期純損失15百万円（前年同四半期は四半期純利
益40百万円）となりました。

　

（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して25百万円減少し、57億
16百万円となりました。これは主として現金及び預金が１億２百万円増加し、受取手形及び売掛金が11
百万円、商品及び製品が67百万円、未収法人税等が46百万円減少したことによるものであります。 
　負債は、前連結会計年度末と比較して76百万円増加し、15億31百万円となりました。これは主として支
払手形及び買掛金が１億57百万円増加し、未払法人税等が34百万円、前受金が82百万円減少したことに
よるものであります。純資産は、前連結会計年度末と比較して１億１百万円減少し、41億84百万円とな
りました。これは主として利益剰余金が１億11百万円減少し、その他有価証券評価差額金が18百万円増
加したことによるものであります。
　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して1.5ポイント減少し、73.2％となりました。
　
（3）キャッシュ・フローの状況
当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、18億85百万円となりました。 
　営業活動によるキャッシュ・フローでは、１億10百万円の収入（前年同四半期は90百万円の収入）と
なりました。これは主として税金等調整前四半期純損失の計上25百万円、減価償却費の計上23百万円、
退職給付引当金の増加38百万円、売上債権の増加２億10百万円、仕入債務の増加２億58百万円、法人税
等の還付47百万円によるものであります。 
　投資活動によるキャッシュ・フローでは、19百万円の収入（前年同四半期は０百万円の支出）となり
ました。これは投資有価証券の取得による支出79百万円、投資有価証券の償還による収入１億円による
ものであります。 
　財務活動によるキャッシュ・フローでは、１百万円の支出（前年同四半期は19百万円の支出）となり
ました。これは自己株式の取得による支出１百万円によるものであります。

　
（4）事業上及び財務上の対処すべき課題
当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な
変更及び新たに生じた課題はありません。
　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その
内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。
当社は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株式等の買付行為、
または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株式等の買付行為（市場取
引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問いませんが、予め当社取締役会が同意した者による買付
行為を除きます。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行なう者を
「大規模買付者」といいます。）に対する対応方針（以下「本方針」といいます。）を導入しておりま
す。
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①本方針に対する基本的な考え方
当社取締役会は、株式の大規模買付等であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれ
ば、これを一概に否定するものではありません。株式会社の支配権の移転を伴う買収提案に対する判
断は、最終的に当社株式を保有する当社株主の皆様に委ねられるべきものであると考えます。
　もっとも、大規模買付行為がなされた場合、株主の皆様に当該行為の是非及び株式継続保有の是非
をご判断いただくためには、当社取締役会及び大規模買付者双方から株主の皆様に適切かつ十分な
情報が提供されることが不可欠です。大規模買付行為による当社及び当社グループへの影響、大規模
買付者が当社の経営に参画した場合の経営方針や事業計画の内容、大規模買付行為に関する当社取
締役会の意見等は、株主の皆様に大規模買付行為の是非や株式継続保有の是非を判断いただく際の
重要な判断材料になるものと存じます。
これらを考慮し、当社取締役会は大規模買付行為に関しては、大規模買付者から事前に株主の皆様
の判断のための必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供される機会を確保し、かかる情
報が提供された後、速やかに大規模買付行為の是非を検討して、独立の外部専門家等の助言を受けな
がら意見を形成し、公表する所存でおります。さらに必要と認めれば、大規模買付者の提案の改善に
ついての交渉や当社取締役会としての株主の皆様に対する代替案の提示も行ないます。
かかるプロセスを経ることにより、当社株主の皆様には当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規
模買付者の提案と（代替案が当社取締役会から提示された場合には）その代替案をご検討いただく
ことが可能となり、最終的な応否を適切に決定していただけることとなります。
　当社取締役会は、大規模買付者が上記の意見を具現化した一定の合理的なルールに従って行なわれ
ることが、企業価値・株主共同の利益に合致すると考え、事前の情報提供に関する一定のルール（以
下「大規模買付ルール」といいます。）を設定することといたしました。

②大規模買付ルールの概要
　イ．情報の提供

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは　①事前に大規模買付者が当社取締役会に対
して必要かつ十分な情報を提供し　②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規
模買付行為を開始する、というものです。
　具体的には、まず、大規模買付者には当社代表取締役宛に、大規模買付者の名称、住所、設立準拠
法、代表者の氏名、国内連絡先及び提案する大規模買付行為の概要を明示した大規模買付ルール
に従う旨の意向表明をご提出いただいたうえで、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断
及び当社取締役会としての意見形成のための必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といい
ます。）を提供していただきます。
　当社取締役会は、意向表明受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提供いただいた情報
を精査した結果、それだけでは不十分と認められる場合には、当社取締役会は大規模買付者に対
して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めます。
　本必要情報の具体的内容は大規模買付者の属性及び大規模買付行為の内容によって異なりま
すが、一般的な項目は以下の通りです。
ａ．大規模買付者及びそのグループ（共同保有者、準共同保有者、特別関係者及び（ファンド

の場合は）各組合員その他の構成員を含みます。）の概要（大規模買付者の事業内容、
資本構成、当社及び当社グループの事業と同種の事業についての経験等に関する情報を
含みます。）

ｂ．大規模買付者の目的及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取引
の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等及び関連する取引の実現可能性等を含みま
す。）

ｃ．当社株式の取得対価の算定根拠及び取得資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を
含みます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。）

ｄ．当社及び当社グループの経営に参画した後に想定している経営者候補（当社及び当社グ
ループの事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みます。）、経営方針、事
業計画、財務計画、資本政策、配当政策、資産活用策等（以下「買付後経営方針等」とい
います。）

ｅ．当社及び当社グループの取引先、顧客、従業員等のステークホルダーと当社及び当社グ
ループとの関係に関し、大規模買付行為完了後に予定する変更の有無及びその内容

なお、大規模買付行為の提案があった事実及び当社取締役会に提供された本必要情報は、当社
株主の皆様の判断のために必要であると認められる場合には、当社取締役会が適切と判断する
時点で、その全部または一部を開示します。
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　ロ．取締役会による評価期間
次に、当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役
会に対し本必要情報の提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付に
よる当社全株式の買付の場合）または90日間（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会に
よる評価・検討・交渉、取締役会としての意見形成及び取締役会による代替案立案のための期
間（以下「取締役会評価期間」といいます。）とし、その期間内に大規模買付行為についての取
締役会としての意見を形成します。そして、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にの
み開始されるものとします。
　取締役会評価期間中、当社取締役会は、独立委員会に諮問し、また、必要に応じて外部専門家等
の助言を受けながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会からの勧告を最
大限尊重したうえで、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表いたします。また、必
要に応じて大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締
役会として当社株主の皆様に対し、代替案を提示することもあります。なお、当社取締役会は、本
必要情報の提供が完了した場合には、速やかにその旨及び取締役会評価期間が満了する日を公
表いたします。

　ハ．独立委員会の設置
大規模買付ルールにおいて、大規模買付者が当社取締役会に提供すべき情報の範囲、大規模買
付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、大規模買付行為が企業価値・株主共同の利益を著
しく損なうか否か及び対抗処置をとるか否か等の検討及び判断については、その客観性、公正さ
及び合理性を担保するため、当社は取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置いたし
ます。当社取締役会は、前述の事項の検討及び判断をなすに際して、かかる独立委員会に必ず諮
問することとし、独立委員会は、諮問を受けた事項について勧告するものとします。
独立委員会は、その判断の合理性、客観性を高めるために、必要に応じて当社の費用で、当社経
営陣から独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタ
ントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることが出来るものとします。また、当社の取締
役、監査役、従業員等に独立委員会への出席を要求し、必要な情報について説明を求める等、当社
取締役会から諮問を受けた事項について審議、決議し、その決議の内容に基づいて、当社取締役
会に対して勧告を行ないます。この勧告は、当社取締役会が株主の皆様に対して公表いたしま
す。
当社取締役会は、独立委員会による勧告を最大限尊重し、対抗処置の発動または不発動につき
速やかに決議を行なうものとします。当社取締役会の決定に際しては、独立委員会による勧告を
最大限尊重し、かつ必ずこのような独立委員会の勧告手続きを経なければならないものとする
ことにより、当社取締役会の判断の客観性、公正さ及び合理性を確保しています。また、当社取締
役会の決定に際しては、当社監査役の意見も尊重したうえで決定することにより、取締役会の判
断の客観性、公正さ及び合理性を担保しています。

③大規模買付行為がなされた場合の対応
　イ．大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合は、当社取締役会は仮に当該大規模買付行
為に反対であったとしても、原則として当該大規模買付行為に対する対抗処置はとりません。
（当該買付提案についての反対意見の表明、代替案の提示等をすることはございます。）
　大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆様において、当該買付提案及び当社
が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等を考慮のうえ、ご判断いただくことになりま
す。
　もっとも、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、外部専門家等の意見も参考に
し、当社監査役の意見も十分尊重し、独立委員会の勧告を最大限に尊重したうえで、当該大規模
買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められると当社取締役会が判
断したときには、当社取締役会は当社株主の皆様の利益を守るために適切と考える方策を取る
ことがあります。

　ロ．大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合
大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如
何にかかわらず、当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的とし、新
株予約権の発行等、会社法その他の法律が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場
合があります。大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か及び対抗措置の発動の適否
は、外部専門家等の意見も参考にし、また、当社監査役の意見も十分に尊重したうえで、独立委員
会の勧告を最大限尊重し、当社取締役会が決定します。具体的にいかなる手段を講じるかについ
ては、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとします。

　

（5）研究開発活動
当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は8,461千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,780,000

計 15,780,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,722,500 5,722,500
ジャスダック証券

取引所
単元株式数は1,000株でありま
す。

計 5,722,500 5,722,500― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　 　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年７月１日～
平成21年９月30日

― 5,722,500― 1,075,400― 942,600
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ナビタス持株会 堺市西区浜寺石津町東１丁５番15号 479 8.37

平　木　正　之 大阪市住吉区 440 7.70

金　定　秀　光 堺市南区 229 4.01

ツジカワ株式会社 大阪市阿倍野区阿倍野筋３丁目２番19号 150 2.63

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 134 2.35

株式会社トービ 大阪市城東区放出西２丁目16番14号 125 2.19

ナビタス従業員持株会 堺市西区浜寺石津町東１丁５番15号 109 1.92

有　田　信　男 東京都中野区 108 1.90

泉　原　　　博 奈良県御所市 101 1.78

平　木　誠　一 大阪市住吉区 85 1.50

計 ― 1,964 34.34

(注)  当社は、平成21年９月30日現在自己株式を538千株（9.41%）所有しておりますが、上記表中からは除外しており

ます。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

538,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,134,000
5,134 ―

単元未満株式
普通株式

50,500
― ―

発行済株式総数 5,722,500― ―

総株主の議決権 ― 5,134 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には当社保有の自己株式559株が含まれております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
　ナビタス株式会社

大阪府堺市堺区石津北町
９番１号

538,000― 538,000 9.40

計 ― 538,000― 538,000 9.40

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 276 306 310 341 340 387

最低(円) 262 276 285 297 330 320

(注)  株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,885,927 1,782,992

受取手形及び売掛金 892,325 903,487

商品及び製品 126,216 193,765

仕掛品 372,109 376,209

原材料及び貯蔵品 94,741 92,555

その他 174,938 213,185

貸倒引当金 △4,253 △3,789

流動資産合計 3,542,005 3,558,405

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 650,339 668,285

土地 1,027,570 1,027,570

その他（純額） 83,715 93,039

有形固定資産合計 ※
 1,761,625

※
 1,788,895

無形固定資産 43,899 58,337

投資その他の資産

投資有価証券 206,392 213,691

その他 164,993 124,710

貸倒引当金 △2,749 △2,749

投資その他の資産合計 368,637 335,653

固定資産合計 2,174,162 2,182,886

資産合計 5,716,167 5,741,291

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,176,334 1,018,581

未払法人税等 3,994 38,169

未払消費税等 4,826 1,527

賞与引当金 19,624 22,277

その他 67,493 156,273

流動負債合計 1,272,273 1,236,829

固定負債

退職給付引当金 78,567 43,673

役員退職慰労引当金 178,304 172,332

その他 2,500 2,500

固定負債合計 259,372 218,505

負債合計 1,531,645 1,455,335
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,075,400 1,075,400

資本剰余金 942,600 942,600

利益剰余金 2,362,897 2,474,281

自己株式 △203,393 △191,620

株主資本合計 4,177,503 4,300,660

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,594 △14,435

為替換算調整勘定 3,424 △269

評価・換算差額等合計 7,019 △14,704

純資産合計 4,184,522 4,285,955

負債純資産合計 5,716,167 5,741,291
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
 　至 平成21年９月30日)

売上高 2,584,520 2,002,543

売上原価 1,901,206 1,637,379

売上総利益 683,313 365,163

販売費及び一般管理費 ※
 475,539

※
 437,518

営業利益又は営業損失（△） 207,774 △72,354

営業外収益

受取利息及び配当金 4,687 －

受取利息 － 889

受取配当金 － 2,303

受取賃貸料 6,943 6,927

為替差益 3,675 －

その他 1,860 2,841

営業外収益合計 17,167 12,961

営業外費用

支払利息 916 238

為替差損 － 45,981

その他 2,335 394

営業外費用合計 3,252 46,614

経常利益又は経常損失（△） 221,689 △106,008

特別利益

貸倒引当金戻入額 73 －

特別利益合計 73 －

特別損失

工具器具備品除却損 109 306

投資有価証券評価損 1,815 －

投資有価証券償還損 － 1,550

その他 2 －

特別損失合計 1,927 1,856

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

219,835 △107,864

法人税、住民税及び事業税 92,829 －

法人税等調整額 830 －

法人税等合計 93,659 △35,663

四半期純利益又は四半期純損失（△） 126,176 △72,201
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
 　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
 　至 平成21年９月30日)

売上高 1,188,876 1,168,859

売上原価 877,310 968,626

売上総利益 311,565 200,232

販売費及び一般管理費 ※
 232,651

※
 189,415

営業利益 78,914 10,817

営業外収益

受取利息及び配当金 2,328 －

受取利息 － 529

受取配当金 － 1,864

受取賃貸料 3,470 3,602

その他 1,703 2,352

営業外収益合計 7,502 8,348

営業外費用

支払利息 916 －

為替差損 9,871 42,310

その他 2,213 257

営業外費用合計 13,001 42,568

経常利益又は経常損失（△） 73,415 △23,402

特別利益

貸倒引当金戻入額 73 －

特別利益合計 73 －

特別損失

工具器具備品除却損 109 230

投資有価証券評価損 1,815 －

投資有価証券償還損 － 1,550

その他 1 －

特別損失合計 1,926 1,780

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

71,562 △25,182

法人税、住民税及び事業税 31,404 －

法人税等調整額 52 －

法人税等合計 31,457 △9,839

四半期純利益又は四半期純損失（△） 40,105 △15,342
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

219,835 △107,864

減価償却費 57,208 48,583

貸倒引当金の増減額（△は減少） 278 463

賞与引当金の増減額（△は減少） △12,843 △2,740

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,356 34,893

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,625 5,972

受取利息及び受取配当金 △4,687 △3,192

支払利息 － 238

為替差損益（△は益） △4 17,063

有形固定資産除売却損益（△は益） 109 306

投資有価証券評価損益（△は益） 1,815 －

投資有価証券償還損益（△は益） － 1,550

投資事業組合運用損益（△は益） 95 －

売上債権の増減額（△は増加） 182,164 △69,868

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,305 66,750

仕入債務の増減額（△は減少） 92,480 166,780

未払消費税等の増減額（△は減少） 20,760 23,854

その他 △19,531 △36,430

小計 523,644 146,362

利息及び配当金の受取額 4,687 3,192

利息の支払額 － △238

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △126,485 9,371

営業活動によるキャッシュ・フロー 401,847 158,687

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △10,196 △6,362

無形固定資産の取得による支出 △6,000 △5,779

投資有価証券の取得による支出 － △79,927

投資有価証券の償還による収入 － 100,000

出資金の分配による収入 2,875 3,706

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,321 11,637

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △21,435 △11,642

配当金の支払額 △40,672 △39,303

財務活動によるキャッシュ・フロー △62,107 △50,945

現金及び現金同等物に係る換算差額 △138 △16,445

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 326,280 102,934

現金及び現金同等物の期首残高 1,993,010 1,782,992

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,319,290

※
 1,885,927
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 至　平成21年９月30日)

（四半期連結損益計算書）

１．前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「法人税、住民税及び事業税」及び「法

人税等調整額」は、明瞭性の観点から、当第２四半期連結累計期間では「法人税等」として表示してお

ります。なお、当第２四半期連結累計期間の「法人税等」に含まれる「法人税、住民税及び事業税」及び

「法人税等調整額」は、それぞれ△34,116千円及び△1,546千円であります。

２．前第２四半期連結累計期間において、「受取利息及び配当金」と表示しておりました「受取利息」及び

「受取配当金」は、連結財務諸表の比較性を向上させるため、当第２四半期連結累計期間では「受取利

息」及び「受取配当金」として表示しております。なお、前第２四半期連結累計期間の「受取利息及び

配当金」に含まれる「受取利息」及び「受取配当金」は、それぞれ2,020千円及び2,667千円でありま

す。
　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 至　平成21年９月30日)

（四半期連結損益計算書）

１．前第２四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「法人税、住民税及び事業税」及び「法

人税等調整額」は、明瞭性の観点から、当第２四半期連結会計期間では「法人税等」として表示してお

ります。なお、当第２四半期連結会計期間の「法人税等」に含まれる「法人税、住民税及び事業税」及び

「法人税等調整額」は、それぞれ△9,440千円及び△398千円であります。

２．前第２四半期連結会計期間において、「受取利息及び配当金」と表示しておりました「受取利息」及び

「受取配当金」は、連結財務諸表の比較性を向上させるため、当第２四半期連結会計期間では「受取利

息」及び「受取配当金」として表示しております。なお、前第２四半期連結会計期間の「受取利息及び

配当金」に含まれる「受取利息」及び「受取配当金」は、それぞれ1,576千円及び751千円であります。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 至　平成21年９月30日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。なお、法人税等調整額は、法人

税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　1,643,505千円※　有形固定資産の減価償却累計額　1,615,602千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 至　平成21年９月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は

次のとおりです。

　　　給料手当及び賞与　　　　　　　139,844千円

　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　 21,821千円

　　　退職給付費用　　　　　　　　　 10,818千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　5,297千円

　　　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　351千円

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額　は

次のとおりです。

　　　給料手当及び賞与　　　　　　　125,682千円

　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　 12,118千円

　　　退職給付費用　　　　　　　　　　7,659千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　5,666千円

　　　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　463千円　 

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 至　平成21年９月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は

次のとおりです。

　　　給料手当及び賞与　　　　　　　 70,801千円

　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　  5,418千円

　　　退職給付費用　　　　　　　　　　5,146千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　2,180千円

　　　

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額　は

次のとおりです。

　　　給料手当及び賞与　　　　　　　 58,468千円

　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　  6,199千円

　　　退職給付費用　　　　　　　　　　3,957千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　　2,116千円

　　　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　915千円　 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 至　平成21年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　現金及び預金勘定と一致しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　2,319,290千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　現金及び預金勘定と一致しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　1,885,927千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

　

１  発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 5,722,500

　

２  自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 538,559

　

３  新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月25日
定時株主総会

普通株式 39,182 7.5平成21年３月31日 平成21年６月26日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月６日
取締役会

普通株式 38,879 7.5平成21年９月30日 平成21年12月10日 利益剰余金

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会

計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

単一セグメント（印刷機器関連事業）につき該当事項はありません。

　
前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

単一セグメント（印刷機器関連事業）につき該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会

計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略

しております。

　
前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略

しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 479,440 603 480,044

Ⅱ　連結売上高(千円） ― ― 1,188,876

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

40.3 0.1 40.4

(注)　１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　２　各区分に属する国または地域の主な内訳は次のとおりであります。

　　　　　アジア：中国、タイ、香港、韓国等

　　　　　その他：アメリカ等

　　　３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 648,224 614 648,838

Ⅱ　連結売上高(千円） ― ― 1,168,859

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

55.4 0.1 55.5

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　 　 ２　各区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。

　　　　 　 アジア：中国、タイ、シンガポール等

　　　 　　 その他：アメリカ

　 　 ３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,000,844 1,555 1,002,400

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 2,584,520

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

38.7 0.1 38.8

(注)　１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　２　各区分に属する国または地域の主な内訳は次のとおりであります。

　　　　　アジア：中国、タイ、香港、韓国等

　　　　　その他：アメリカ等

　　　３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,119,594 1,166 1,120,761

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 2,002,543

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

55.9 0.1 56.0

(注) 　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　 　　２　各区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。

　　　　 　アジア：中国、タイ、シンガポール、インドネシア、マレーシア等

　　　　　 その他：アメリカ等

　 　　３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

(有価証券関係)

　　 　該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　　 　該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

　　 　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

　　　 該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 807.21円
　

　 　

１株当たり純資産額 820.38円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四

　半期純利益金額

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 23.63円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △13.88円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

（注）１　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。なお、当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(千円)

126,176 △72,201

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

126,176 △72,201

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 5,338,660 5,202,082

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 7.53円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △2.96円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

（注）１　前第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。なお、当第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(千円)

40,105 △15,342

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

40,105 △15,342

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 5,326,712 5,187,231
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(重要な後発事象)

　　 　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

　　 　該当事項はありません。
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２ 【その他】

第31期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年11月６日開催の取

締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行う

ことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　38,879千円　　　

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　７円50銭　　　

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成21年12月10日　　　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

ナビタス株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員　　
　　
業務執行社員

　 公認会計士　荒　井　 憲 一 郎　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　吉　田　 敏　　宏　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているナビ

タス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ナビタス株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月13日

ナビタス株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員　　
　　
業務執行社員

　 公認会計士　荒　井　 憲 一 郎　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　吉　田　 敏　　宏　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているナビ

タス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ナビタス株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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